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研究要旨  

妊娠中および産後のうつ病は母親や子ども、家族に影響を及ぼすだけでなく、グローバルな規

模での負担となり、社会にネガティブな影響を与えうる。したがって、妊娠中および産後のうつ

病の効果的な治療法を認識し明確にすることが重要となる。本研究では、平成 25 年度に日本にお

ける要保護児童対策地域協議会（要対協）の現状の問題点と今後の課題を分析すべく、アメリカ・

イギリス・オーストリアの 3 国を事例として、これら 3 国の制度の文献調査を行った。平成 26

年度は、産後うつ病の介入効果に関するコクランのシステマティックレビューのオーバービュー

レビューのプロトコールを作成した。平成 27 年度は、妊娠中および産後のうつ病の社会心理的お

よび心理的な予防・治療介入効果に関するコクランのシステマティックレビューのオーバービュ

ーレビューを実施した。産後うつ病に対する社会心理的・心理的予防・治療介入の有効性が明ら

かになった。しかし、妊娠中のうつ病に対する予防・治療介入の研究はまだ少なく、とくに予防

に関して系統的レビューの作成が急務である。 

 



 
 

Ａ．研究目的 

産後うつ病は、産後、あるいは出産年齢

時の女性がかかるグローバルな精神疾患で

ある。産後うつ病の特徴としては、慢性的

な低気分、喜びの欠如、反社会的行動、自

殺念慮や他のネガティブな症状があげられ

る。産後うつ病の分類に関しては一致した

ものはないが、ICD-10（出産後６週間以内）

や DSM-5（妊娠期間内や出産後４週間以内

の発現）に示されるような発現は広く受け

入れられている。産後うつ病は、出産後１

年にまで及び、５年以内には４０％の再発

率があることを記しておくべきであろう

[1]。  

産後うつ病は、出産前に経験したうつ症

状の延長でもありうる。その期間は重症度

とポジティブに相関する。産後うつ病の平

均発症率は１３％であり、現在の発症率は

１０‐１５％とされている[2]。産後うつ病

は、他の認知機能、感情、社会及び乳幼児

の疾病とも関連があるとされている。産後

うつ病は、産後の主要な死因である。また、

核家族にせよ大家族にせよ、結果として起

こるネガティブな社会的結果による家族へ

の影響は計り知れない。  

産後うつ病の要因はいくつもの要因が重な

っている。遺伝的要素、ホルモン、心理社

会的要素、社会的要素（移民の立場、身体

の虐待、社会的サポートの欠如、大きなラ

イフイベント）、身体的要素（養育中のライ

フスタイルの変化、ホルモン治療からの撤

退）などである。授乳中の抗うつ剤の影響

や薬の副作用については懸念があり、結果

として、治療へのコンプライアンスを低め

ることとなり、さらに症状が継続すること

になる。産後うつ病の治療に効果があると

みられる多面的な治療ストラテジーには、

投薬（ホルモンを含む）、心理社会的治療（非

指示的カウンセリング）や心理的治療（対

人的心理療法、認知行動療法）が含まれる

[5-7]。本分担研究班では、平成 25 年度に

は、日本におけるメンタルヘルス不調の母

親の早期発見・支援システムの発達に対す

るインプリケーションを提示するために、

これらのシステムが発達している欧米 3 か

国―アメリカ・イギリス・オーストリア―

の先例の文献調査を行い、平成 26 年度は、

オーバービューレビューのプロトコールを

作成し、平成 27 年度は、心理社会的や心理

的な予防介入で妊娠中や産後のうつ病を予

防・治療に効果があるのかどうか検証した

コクラン系統的レビューを網羅的に検索し、

オーバービューレビュートして、ナラティ

ブに結果をまとめた。  

 

B．目的 

平成２５年度は、アメリカ・イギリス・オ

ーストリア―の先例の文献調査を行うこと

を目的とし、平成 26 年は有効な予防治療介

入の効果を明らかにするために、オーバー

ビューレビューのプロトコールを作成し、

平成２７年度は、特に妊娠中および産後の

うつ病の介入効果に関するコクランのシス

テマティックレビューのみからのエビデン

スを要約することを目的とした。 

 

C．方法  

海外の動向に関しては政府機関の一次・二

次資料をあたり、文献調査を行った。  

また、出版されているコクラン系統的レビ

ューのうち、妊娠中または産後の女性を対

象に、心理的、社会心理的な予防・治療介

入が単独あるいは統合された形で実施され

たものを網羅的に検索し、該当するものの

結果をまとめた。  

 

このオーバービューレビューに含む研究

の基準 



 
 

研究の種類 

このオーバービューレビューでは、妊娠

中および産後のうつ病の予防・治療を目的

とした社会心理的、心理的な介入の RCT の

コクラン系統的レビューをすべて含む。 

 

参加者のタイプ 

すべての妊娠女性、産後の女性、または

産後うつ病、産後不安やペアレンティング

の問題、子どもの虐待の問題を抱える女性

に関するレビューが含まれる。 

 

介入のタイプ 

産後うつ病のみの治療か、産後うつ病の

治療や、両親のストレスや不安を軽減する

ことを目的とした心理社会的、心理的予

防・治療を統合したものが含まれる。 

 

 

アウトカムのタイプ 

以下のアウトカムに関して報告された研

究を含む。 

 

主要アウトカム 

1. うつ尺度での重症度（エジンバラ産

後うつ病スケール（EPDS） 

2. 両親のストレス 

3. 母親の QOL 

 

副次的アウトカム 

1. 母親―子どもの相互作用 

2. 子どもへの虐待 

3. 母親の治療に対する満足度 

4. 母親の不安 

5. 母親の致死率 

 

レビューの探求方法 

以下のキーワードにて、コクランデータ

ベースや Archie コクラン情報マネージメ

ントシステムをサーチする。“postpartum 

depression”、“postnatal depression”、 

“mental health problems”の用語は、タ

イトルやアブストラクト、キーワードに限

る。他のデータベースは調査しない。 

 

データコレクションと分析レビューの選

択 

二人の著者が、必要と思われるコクラン

システマティックレビューを評価する。こ

れにより、妊娠中および産後うつ病の予

防・治療を目的とした介入効果を評価し、

目的や、アウトカムと参加者を含めた方法

を分析するコクランシステマティックレビ

ューで出版され、適合するものを抽出でき

る。著者間の不一致はディスカッションで

解消するか、第三者を介し解消する。 

 

データ抽出と管理 

事前に指定されたデータコレクションフ

ォームを使用し、二人の筆者が出版された

システマティックレビューのデータを個別

に抽出する。含まれている研究の手法やエ

ビデンスを評価するアセスメントも、二人

の著者によって行われる。 

 

データの統合 

それぞれの研究のナラティブによる要約

は“overview of reviews table” の中で

示される。その中には、研究の特徴、GRADE

を使って評価したプライマリーアウトカム

のエビデンスの質の要約、AMSTAR を使った

システマティックレビューのレーティング

が含まれる。”postpartum treatment”の

アウトカムに関する最近のデータがない場

合は、著者の許可を得たうえで、コクラン

レビューに適切なプライマリーとセカンダ

リーアウトカムする。 

 



 
 

心理・社会心理的介入  

この介入は、影響を受けている個人や社

会のメンタル面での行動上の変化を促すも

のである。心理的なものでは、認知行動療

法とインターパーソナル心理療法と２種類

が認識されている。両方ともセッションリ

ミットがあり、感情や機能、思考や行動を

コントロールすることを目的としている。

心理社会的介入としては、ホームビジット

を含むサポーティブなインターアクション

が含まれる。そこにおいては、クライアン

トは自由に話をし、聞き手は共感をもって

聞くことが期待されている。同じような経

験を過去や現在に抱えている人たちが集ま

るサポートグループも、互いに支え合い励

まし合う場となる。  

 

なぜこのオーバービューレビューを行う

ことが重要なのか 

産後うつ病は母親や子ども、家族に影響

を及ぼし、それはグローバルな規模での負

担となる。母親は社会の災いのもととなり、

社会にネガティブな影響を与えうる。した

がって、産後うつ病の効果的な治療法を認

識し明確にすることが重要となる。妊娠中

および産後のうつ病は、高い再発率が認め

られ、治療期間など治療法の適切さについ

て情報が必要である。このオーバービュー

レビューは、予防・治療介入に関するエビ

デンスに基づいた最適な治療の政策決定に

有用となる。また消費者や臨床家を誘う有

効な資源ともなりうる。 

 

D．結果 

1) 諸外国の文献レビュー 

【アメリカ】  

 アメリカにおける連邦レベルの取り組み

としては、アメリカ疾病管理予防センター

(Centers for Disease Control and Prevention：

CDC)のリプロダクティブ・ヘルス局(Division 

of Reproductive Health)が、行っている調査監

督（サーベイランス）と研究が挙げられる。

リプロダクティブ・ヘルス局が対象とするの

は、出産可能年齢とされる15歳から44歳まで

の女性である。同局の重要なアジェンダのひ

とつには、メンタルヘルス不調の母親の早期

発見および支援システムを構築することで

あるが、具体的には以下のようなサーベイラ

ン ス や ス ク リ ー ニ ン グ の た め の 質 問 票

(questionnaires)の作成を行っている。  

まず、CDCが作成している産後うつなどの

メンタルヘルスに関するスクリーニングの

ための質問票ひとつに、妊娠リスク・アセス

メント・モニタリングシステム(the Pregnancy 

Risk Assessment Monitoring System; PRAMS)

がある。PRAMSの目的は、州の健康省(health 

departments)と協力し、州レベルに特化した、

妊娠前後（妊娠前・妊娠中・産後）の州人口

の妊産婦の心身の体調をモニタリングし、デ

ータを収集して、周産期の母と子の健康の増

進につとめるものである。現在では、PRAMS

には40州とニューヨーク市が参加しており、

全米の78%の出生に相当する。  

 PRAMS の調査質問票の歴史は古く、1987

年に開発されたが、現在の時点で、全ての

州がアセスメントを義務付けられている質

問項目のコアは、以下の 8 項目である。  

1) 最近の妊娠に関する態度と感情  

2) 妊娠管理の内容と情報   

3) アルコールと煙草の摂取  

4) 妊娠前・妊娠中の身体的虐待  

5) 妊娠合併症  

6) 新生児のヘルス・ケア  

7) 避妊  

8) アルコールや煙草の害や葉酸の効

用、HIV のリスクなど妊娠に関連し

た健康情報  

 



 
 

PRAMS の質問は、郵便の郵送による自

己回答式(self-administered questionnaires)と

電話での質問によるインタビュー形式

(interviewer-administered questionnaires) と

に分かれる。このように、アメリカ疾病管

理予防センターが作成した PRAMS の質問

票を、州自治体が実施するという形式にな

っているが、この他には、保健福祉省

(Department of health and Human Services)の

Health Resources and Services Administration

が、妊産婦のうつの自己診断の方法を呼び

かけている。ただし、この方法では、メン

タルヘルスの専門家が早期に周産期うつを

発見するという形式ではなく、妊産婦の自

発性に依存するものとなっている。CDC は、

自己診断によってメンタルヘルス障害の可

能性が疑われた場合、妊産婦は専門家のア

ポイントメントをとることを推奨している

が、自分で電話をかけることができない場

合は、予約の電話の際にナース・プラクテ

ィショナーなどに同伴してもらうことをア

ドバイスしている。  

 アメリカ疾病管理予防センターの取り組

みの一方で、州レベルにおいて、州が独自

に法令を制定している地域も存在する。イ

リノイ州（州都・シカゴ）がその一例であ

り、周産期メンタルヘルスのスクリーニン

グと対策について法令を作成している。  

イリノイ州におい ては、 2008 年に、

Perinatal Mental Health Disorders Prevention 

and Treatment Act が施行された。同法令の

目的は、周産期うつの早期発見と処方を促

進し、その認識を高めることである。法令

では、①ライセンスのある専門家（医師や

上級看護師等）が、女性に対して教育を与

えること、そして可能であれば、周産期メ

ンタルヘルス障害について、女性の家族に

も教育を与えること、②分娩を扱っている

全ての病院において、産婦、父親、その他

家族のメンバーに対して、周産期のメンタ

ルヘルス障害に関する情報を与えること、

③ライセンスのある周産期ヘルス・ケアの

専門家が、女性が周産期のメンタルヘルス

障害に陥っていないかを査定するために質

問 (エディンバラ産後うつ病自己評価票

EPDS, the Postpartum Depression Screening 

Scale, the Beck Depression Inventory, the 

Patient Health Questionnaire 等)を完成させ

ること、この上記 3 つを義務付けている。  

イリノイ州では、ヒューマン・サーヴィス

省、健康と家族サーヴィス省、公衆衛生省

などが連携し、政策提言を行ったり、メン

タルヘルスに関する教育の教材を作成した

りと連携をしている。とりわけ、健康と家

族サーヴィス省(HFS)は、イリノイ州の出生

の 51%をカヴァーしているが、メンタルヘ

ルスケアの専門家は、HFS とパートナーシ

ップを組み、スクリーニングやリファーラ

ルに取り組むことが、奨励されている。  

 また、同州は、無料のコンサルテーショ

ンのサーヴィスも提供している。コンサル

タント、大学教員、スタッフ・クリニシャ

ンが、イリノイ大学シカゴ校のウィメン

ズ ・ メ ン タ ル ヘ ル ス ・ プ ロ グ ラ ム (the 

University of Illinois at Chicago Women's 

Mental Health Program)からカウンセリング

のために派遣されている。さらに、周産期

うつを感じている女性に対して、Evanston 

Northwestern Healthcare Perinatal Depression 

Program という 24 時間ホット・ラインも提

供されている。  

 

【イギリス】  

イギリスにおいては、英国国立医療技術

評 価 機 構 NICE (National Institute for 

Clinical Excellence )が最新のエビデンスに

基づいて、周産期(antenatal and postnatal)の

メンタルヘルスに関した実践的なガイドラ



 
 

イ ン の 暫 定 版 （ Antenatal and postnatal 

mental health: Clinical management and 

service guidance)を作成している。  

NICE ガイドラインでは、産前・産後の

期間、妊産婦がファースト・コンタクトを

とる相手は、通常、助産婦やヘルスビジタ

ーなどの専門家であり、メンタルヘルスの

潜在的リスクの可能性があった場合に、一

般医 (GP)のアセスメント (assessment)を受

けるというシステムとなっている。そして、

双極性障害、産褥期の精神病などの重症な

メンタルヘルスの症状が見られた場合には、

精神科医というメンタルヘルスの専門家に

照会されるというシステムになっている。

NICW ガイドラインの具体的な手順として

は、①予知 (prediction)→②発見 (detection)

→③カウンセリング・心理社会的治療

(psychosocial treatments)→ ④ う つ 管 理

(management of depression)→⑤リスクの説

明 (explaining risks)→⑥抗うつ治療の処方

(prescribing antidepressant medication)の手

順を踏むことが推奨されている。  

周産期の妊産婦のうつ発見のために、まず、

過去の病歴のスクリーニングを行うことを

推奨している。過去の病歴に関しては、  

1) 過去または現在の気分障害（双極性

障害、産褥期の精神病、重症のうつ

病）   

2) 入院治療を含む精神科医・メンタル

ヘルス専門家による治療歴の有無

（分娩中および前後の向精神薬の

使用）           

3) 周産期の精神疾患の家族歴              

の質問項目に答える形式となってい

る。また、妊婦によってファースト・

コンタクトがとられた専門家は、う

つ病の予知と検出のために、以下の

二つの質問をすることが求められて

いる。これは北米の精神科診断基準

(DSM-IV)の中核症状とほぼ同等で

あり、うつ病を見逃さないための  

“Whooley questions”(= Two Questions

法 )としてスクリーニングとしての

妥当性も検証されている。  

4) 過去 1 ヵ月の間に、気分が落ち込ん

だり、元気がなくて、あるいは絶望

的になったりして、しばしば悩まさ

れたことがありますか？   

5) 過去 1 ヵ月の間に、物事をすること

に興味あるいは楽しみをほとんど

なくして、しばしば悩まされたこと

がありますか?  

NICE ガイドラインは、妊産婦が上記の 2

つの質問のどちらかひとつでもあてはまっ

た場合、3 つ目の質問として、3)上記のこ

とは、あなたが何か必要としたり、助けを

ほしいと感じたりしたものでしたか？とい

う質問を聞くことを推奨している。  

 このスクリーニングの後、リスク・ファ

クター（気分障害の既往歴、社会心理的要

因など）の高い妊産褥婦に対しては、まず

1 ヶ月以内に、専門家によって最初のアセ

スメントがなされ、準臨床的なカウンセリ

ン グ ・ 心 理 社 会 的 治 療 (psychosocial 

treatments)が行われることが推奨されてい

る。その際、①過去に既往症がある場合は、

人間関係療法 (interpersonal therapy=IPT)や

認知行動療法 cognitive behavioural therapy 

＝CBT)などの 4-6 の短いカウンセリング・

セッションが行われる。一方、②過去に既

往症がない場合は、インフォーマルな個人

的 /グループ・ベースの社会的支援などが行

われるようになっている。  

次に、軽度から中等度のうつ病が発見さ

れた場合は、自助戦略(self-help strategies)、

傾聴訪問 (listening visits)、短い認知行動療

法、人間関係療法(interpersonal therapy=IPT)

などが行われる。これらの治療が適切であ



 
 

ると考えられるものの、身近に治療を受け

る場がない場合、The Patient Advice and 

Liaison Service(PALS) にコンタクトをとる

ことが推奨されている。PALS とは、NHS

のサーヴィスを利用する人々のために、守

秘義務をもって情報を提供したりアドヴァ

イスをしたりする独立機関である。PALS

が助言できない場合は、地元の Independent 

Complaints Advocacy Service に照会される。 

こうして、うつが発見された場合は、精

神科医によって、メンタル障害に関する治

療と非介入のそれぞれの相対的・絶対的リ

スクなど、リスクの説明がなされ、最後に、

抗うつ治療の処方として、三環系抗うつ薬

Tricyclics (TCAs)、抗鬱剤(SSRI)などが処方

されるという段階になっている。  

ところで、NICE ガイドラインでは、ヘル

スビジター(HV)が、産後 6 ヵ月から 18 ヵ

月の褥婦に対して、エディンバラ産後うつ

病自己評価票（EPDS）をテストすることを

推奨しており、EPDS は褥婦のうつ発見に

関して、イギリスでは汎用しているもので

ある。ただ、近年にでは、National Screening 

Committee (NSC)が、EPDS の有効性、とり

わけカット・オフ・レヴェル(cut-off  level) 

関しては、その有用性を否定しており、

EPDS の採用には多方面から検討される余

地がある。  

 

【オーストラリア】  

オーストラリアにおいては、2008 年度か

ら同国において初めて、国家計画として周

産期のメンタルヘルスに対する 5 年計画、

The National Perinatal Depression Plan 

(NPDP) を発表した。オーストラリア政府

は、州と特別地域、健康省のアドヴァイサ

リ ー ・ カ ウ ン シ ル (Australian Health 

Ministers' Advisory Council (AHMAC) と

全国周産期うつイニシアティヴ (National 

Perinatal Depression Initiative)を発足させ、

州 と 特 別 地 域 、 う つ 対 策 プ ロ グ ラ ム

(beyondblue)、健康省の the Access to Allied 

Psychological Services (ATAPS) に、ファン

ディングンされることとなった。とりわけ、

beyondblue は周産期うつ対策にこれまで積

極的に取り組んできており、研究などを通

して周産期うつの知識や情報を提供したり、

アボリジニなどやトレス海峡諸島民などの

人々（通常、アボリジニなどやトレス海峡

諸島民などの女性は、それ以外の女性より

も高い確率で、ウェル・ビーイングの問題

や精神的な問題を抱えているとされている

(Social Health Reference Group 2004)。の言

語的・文化的背景にも考慮したうつ対策の

プログラムを提供したりしている。  

beyondblue の Mental Health National 

Action Plan は、①妊娠中のうつのルーチー

ン・スクリーニングと産後 2 ヶ月のフォロ

ーアップ・チェック、②うつの潜在的リス

クがある妊婦に対するフォローアップ・サ

ポートとケア、③妊産婦のうつの診断をす

る専門家のトレーニングなどを指針してい

る。  

ルーチーン・スクリーニングに関しては、

beyondblue が、National Health and Medical 

Research Council を通して、スクリーニング

のガイドラインを決定している。産後うつ

の普及とスクリーニングプログラムの容認

性を決定するために、12,000 オーストラリ

ア女性に対して、エディンバラ産後うつ病

自己評価票を用いたスクリーニングを行っ

ていた。ただし、EPDS は過去 1 週間の女

性の気分を図るものに限定され、その他に

は、①社会的・精神的サポートの欠如、②

最近のストレッサ―、③低い自尊心、④既

往症、⑤ドメスティック・バイオレンス、

などを質問する心理アセスメントが必要で

あるとしている。  



 
 

うつの診断をする専門家に関しては、政府

によって採用されたスクリーニングのツー

ルを正しく使用できるよう、一般医・産科

医・母子保健看護師・助産師・アボリジナ

ル・ヘルスワーカー・保健師の訓練を推奨

すると同時に、それ以外の非専門家や NGO、

民間部門などが、周産期うつに関する知識

や情報を得ることを推奨している。これら

の非専門家や NGO、チャイルド・ケア・ワ

ーカーや児童相談所のスタッフが含まれる。   

また、行政が提供するコンサルテーショ

ン・サーヴィスとしては、Perinatal Mental 

Health Consultation Service (PMHCS)がある。 

 

2) 社会心理的・心理的な予防・治療介入

の効果のコクランレビューのオーバービ

ューレビュー 

 コクランレビューを網羅的に検索した結

果、３本のコクラン系統的レビューが、妊

娠中または産後のうつ病の予防または治療

介入の効果をみているものだった［8-10］。

治療に関しては、妊娠中のうつ病の社会心

理的・心理的治療介入のレビュー［8］、そ

して産後うつ病の社会心理的・心理的治療

介入のレビュー［9］の 2 本が含まれた。ま

た予防に関しては、産後うつ病の社会心理

的・心理的予防介入のレビュー［10］が含

まれた。妊娠中のうつ病の社会心理的・心

理的予防介入のレビューはコクランでは存

在しなかった。 

A ) 妊娠中のうつ病の社会心理的・心

理的治療介入の効果 （ D en n is 

2007）［８］ 

ア メ リ カ で 行 わ れ た ３ ８ 名 の

D SM -IV うつ病と診断された妊娠

女性をランダム化し,妊娠中の 16

週間に専門家による４５分間の社

会心理的介入のセッションを複数

回介入した群と、比較群は育児に

関するセッションを同時間行った

研究が一つだけ含まれた［11］。

C lin ical g lo b al im p ressio n  scale

という尺度を用いた介入群のうつ

病の治療は統計的に有意に効果

R R 0.46 (95% C I:0.26-0.83)が あ っ

た 。 H am ilto n  ratin g  scale fo r 

d ep ressio n（カットオフ＞６）を

用いたうつ病の治療効果は統計的

な 有 意 な 差

R R 0.82(95% C I:0.65-1.03)はみられ

なかった。この研究のリスクオブ

バ イ ア ス の A llo catio n  

co n cealm en tは u n clearであった。 

 

B ) 産後うつ病の社会心理的・心理的

治療介入の効果  (D en n is 2007) 

［9］ 

10 件の RCT がレビューの適格基準

に該当した。そのうち、９件の RCT

（合計参加者数=956 名）がレビュ

ーのアウトカムを報告しており、メ

タ分析で統合された。社会心理的・

心理的治療介入は通常の産後ケア

と比較して、１年以内の産後うつ症

状 が 有 意 に 減 少 し た RR 0.70 

(95%CI: 0.60-0.81, 9 trials, 956 

women)。EPDS12 点以上の人数の割

合も、RR 0.44 (95%CI: 0.24-0.80, 

2 trials, 81 women)と統計的に有

意に減少した。社会心理的介入も心

理的介入も両方ともうつ症状を減

少させるのに有効であった。 

 

C ) 産後うつ病の社会心理的・心理的

予防介入の効果 (Dennis 2013) 

［10］ 

このレビューでは、17000 名を超える参加者

を含む 28 件の RCT が分析に含まれた。社会



 
 

心理的または心理的な予防介入を受けた女

性は、通常のケアを受けた群と比べて産後う

つ病になる割合が統計的に有意に少なかっ

た（RR 0.78, 95% confidence interval (CI) 

0.66 to 0.93; 20RCTs, 14,727 women）。い

くつかの有効であった介入は、(1)保健師ま

たは助産師が提供する複数回の個別の家庭

訪問の提供 (RR 0.56, 95% CI 0.43 to 0.73; 

2 RCTs, 1262 women); (2)ピアによるテレフ

ォンサポート(RR 0.54, 95% CI 0.38 to 0.77; 

1 RCT, 612 women);  (3) 対 人 精 神 療 法

(standardised mean difference -0.27, 95% 

CI -0.52 to -0.01; 5 RCTs, 366 women). プ

ロと一般の人の介入は両方ともうつ症状の

リスクを減少させる効果があった。個人ベー

スの介入も (RR 0.75, 95% CI 0.61 to 0.92; 

14 RCTs, 12,914 women) 複数人の介入(RR 

0.78, 95% CI 0.66 to 0.93; 16 RCTs, 11,850 

women)も両方ともうつ症状を軽減させるの

に効果がみられた。産後から介入を始めたも

のも統計的に有意にうつ症状を軽減させて

いた  (RR 0.73,  95% CI 0 .59 to  0 .90;  12 RCTs,  

12,786 women) .  産後うつ病のハイリスク群

を特定して介入することは、有意にうつ症状

が減少した(RR 0.66, 95% CI 0.50 to 0.88; 

8 RCTs, 1853 women)。 

 

Ｅ. 考察 

アメリカ・イギリス・オーストラリアの

英語圏 3 国の事例から、それぞれの地域で

は、それぞれ CDC、NHS、AHM がそれぞ

れ、全国規模で EPDS などのインスツルメ

ントを用いた周産期うつの早期発見のネッ

トワークのイニシアチブをとっていること

が分かった。とりわけ、アメリカにおいて

は、州レベルにおいて法令が制定され、大

学等民間部門と協力し、専門家を派遣した

り、緊急ホットラインを提供したりと、ネ

ットワーク網の発達が見られた。  

このオーバービューレビューは、社会心

理的、心理的介入の予防・治療法が妊娠中

および産後のうつ病に有効かどうかを検証

した。産後うつ病や産後のうつ症状に関し

ては数多くの R C T があり、有効性が明らか

になった。とくに、有効な介入の特徴も明

らかになってきており、我が国においても

介入パッケージの作成が急務である。妊娠

中のうつ病に関しては、治療に関しては

R C T が１件と少なく、予防に関しては、コ

クランレビューが存在しなかった。妊娠中

のうつ病の社会心理的・心理的予防介入が

有効かどうかの検証は重要であり、本分担

班では、系統的レビューのプロトコールを

作成した。今後、研究費が継続できれば、

コクラン系統的レビューでのタイトル登録

または、妊娠中のうつ病に関する系統的レ

ビューを引き続き実施し、出版したい。 

 

Ｆ. 結論 

 日本においては、未だ周産期メンタルヘ

ルスの認知度が低いが、アメリカ・イギリ

ス・オーストラリアにおいては、政府・地

方自治体・民間部門がパートナーシップを

組み、冊子を作成するなどのメンタルヘル

スの認知度を高める啓蒙活動から、EPDS

などのインスツルメントを用いたアセスメ

ントまで、幅広く行っている。日本が参考

にする部分は大きい。  

産後うつ病の介入方法についてのコクラ

ンレビューのオーバービューレビューを作

成した。産後うつ病に対する社会心理的・

心理的予防・治療介入の有効性が明らかに

なった。しかし、妊娠うつ病に対する研究

はまだ少なく、とくに予防に関して系統的

レビューの作成が必要である。このオーバ

ービューレビューは、社会心理的・心理的

な予防・治療介入に関するエビデンスに基

づいた最適な治療についての政策決定や、



 
 

患者及び臨床家にとっての有効な指針とも

なりうる。 
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